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第１章

地域が抱える
課題

第２章

課題解決に向けた
ＩＣＴ政策の方向性

● 地域社会が抱える課題

● 地域におけるＩＣＴ利活用
に関する課題 （次頁参照）
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第３章

課題解決のために
今後展開すべき
具体的施策

第４章

東日本大震災の
被災地の復興に

向けた取組

◆人材の流出・高齢化
↓

・公的サービスの維持
・地場産業の維持・振興

◆災害時における情報流通等

● 基本的理念

政策パラダイムの転換

－事業者中心から利用者中心へ－

－組織中心から国民中心へ－

－技術中心から人中心へ－

① 「地域住民本位」の
② 「地域自立型」の
③ 「底上げ型」の
④ 「多様な連携型」の
⑤ 「人に優しい」

－ ICT利活用の推進

国が地方と連携しつつ、各地域
において共通する課題解決に向
けて取り組む

①地域ＩＣＴ人材の育成・
活用の推進

②課題解決指向の「地域
自立型」の取組の推進

③地域におけるＩＣＴ利活用
基盤整備の推進

④官民情報連携の推進

⑤様々な分野におけるＩＣＴ
利活用による地域活性化

① ＩＣＴに関するハード・
ソフト・人材の一体的支援

被災地におけるICTに関する

様々な課題を踏まえ、ハード面
やソフト面等を一体的に支援

② インターネット等による
被災地情報の疎開先等
への提供

③被災地自治体の人的
ネットワークへの協力各主体による取組の連携と

広域展開を支える
ＩＣＴ政策の推進

地域コミュニティ維持のため、
生活情報等をインターネットを
介して発信

利活用ニーズ

ICTを活用した被災地の復興

に当たり、関係者が意思疎通
を綿密に行い、連携して取り
組む

人材不足

関係主体の連携

コスト負担

 ICTによる課題解決の可能性

が認識されていない
 ニーズを十分に把握できてい

ない
 ニーズがICTシステムに反映

されていない
 ニーズと供給者のマッチング

機能が十分でない
 高齢者等に寄り添っていない

地域における個別の取組を超えた
総合的な視点からの制度設計
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■ＩＣＴ利活用事業における地域の課題解決の考え方
（実施自治体）

 ICT利活用事業を実施している地方自治体では、
約４分の３がICTによる地域の課題解決について

一定の成果を認識

 一方、事業未実施の地方自治体では、約半数で
有効かどうか判断がついていない状況

出典：総務省「ＩＣＴ利活用システムの普及促進に関する調査研究」（２０１１年３月）※自治体アンケート調査

■ＩＣＴ利活用事業における地域の課題解決の考え方
（未実施自治体）

■地域ＩＣＴ利活用における課題
（実施自治体）

■ＩＣＴ利活用事業における他団体からの
参画のメリット （実施自治体）

 ICT利活用における課題として、地方自

治体の半数以上が「運用コスト・導入コ
ストが高い」ことを挙げている

 このほか、要員・ノウハウの不足も課題
として挙げられている

 地方自治体のICT利活用事業への

他団体の参画によるメリットとして
は、利用者のニーズ把握やノウハウ
等の情報にあると回答している

■地域ＩＣＴ利活用における課題
（未実施自治体）
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① 地域ＩＣＴ人材の育成・
活用の推進

④ 官民情報連携の推進

③ 地域におけるＩＣＴ
利活用基盤整備の
推進

⑤ 様々な分野における
ＩＣＴ利活用による
地域活性化

② 課題解決指向の
「地域自立型」の取組
の推進
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（１）「ＩＣＴ地域マネージャー制度（仮称）」の創設
（２）地域からの情報発信力を高めることができる

人材の育成・活用
（３）地域情報化の発展・普及に関して貢献のあった

個人・団体への表彰

（１）利用者のニーズと供給側のマッチングの促進
（２）クラウドサービスの活用の促進
（３）システムのオープン化・標準化等の促進

（１）地理的デジタル・ディバイドの解消に向けた取組
（２）「自治体クラウド」の推進
（３）防災・減災や災害時の対応を念頭に置いたＩＣＴ

利活用基盤の整備

（１）「ガバメント２．０」のための情報の公開に関する
ルールの確立

（２）情報の連携に関するルールの確立

（１）ＩＣＴによる農林水産業の生産性向上
（２）ＩＣＴによる安心・安全な医療・介護の確保
（３）ＩＣＴによる地場産業・観光等の振興
（４）教育の情報化
（５）高齢者等に使い勝手の良いサービス等の開発

（６）テレワークの推進
（７）「グリーンＩＣＴ」による環境にやさしいまちづくり
（８）自治会活動等へのＩＣＴ利活用の推進
（９）ＩＣＴの利活用を阻む規制・制度の見直し

「ＩＣＴ地域マネージャー制度（仮称）」
・地域におけるＩＣＴを活用した事業を軌道に
乗せるため、中長期にわたって当該地域にお
いて取組を支援。

・取組に参画する中で、地域の中からのリー
ダー人材の育成や高齢者・若者等の能力向上
を図る。

利用者のニーズと供給側とのマッチングの促進
・各地域の総合通信局等を中心に、ＩＣＴ利活
用に関する地域のニーズの把握と、ニーズを
満たすことが可能なＩＣＴサービスを提供す
る事業者等とのマッチングを促進。

情報の公開に関するルールの確立
・国及び公的機関の保有する災害関連情報、地
理データ等について、デジタル加工しやすい
形で公表することを促進。

・公開情報のリスト化や、データ活用に向けた
標準手続の策定等を進める。

情報の連携に関するルールの確立
・データ様式の標準化、情報連携の手順の確立
等の検討を進め、具体化を図る。



東日本大震災の被災地の復興に向けた取組

課 題
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取 組 ・ 支 援

１ ＩＣＴに関する
ハード・ソフト・人材
の一体的支援

２ インターネット等
による被災地情報
の疎開先等への
提供

３ 被災地自治体の
人的ネットワーク
への協力

 大きな被害が生じた情報
通信基盤の再構築

 公共的サービスに関する
情報のデジタル化

 震災で打撃を受けた地域
の産業の再生・創出

 ＩＣＴに関する取組の人材
不足 等

 従来の地域コミュニティが
地理的に分断されること
による住民の心のケアや
地域の絆の確保

 ＩＣＴを活用した被災地の
復興に向けた各種主体の
円滑な情報共有と連携

①通信インフラ等のハード面での復興
②ＩＣＴを活用したソフト面（利活用）の復興
③ＩＣＴ分野の復興計画の策定・展開
等の一体的、計画的な支援

被災地自治体から疎開
先の住民に向けてのイ
ンターネットを介した情
報発信等

被災地の自治体職員に
よる情報共有・連携の取
組への協力、「震災復興
支援連絡会（仮称）」の
開催等

「ＩＣＴに関するハード・ソフト・人材の一体的支援」イメージ図


